
　当協議会では、衛生検査所業の正常な商慣習を確立するため、景品表示法に基づき、昭和59年に
消費者庁・公正取引委員会の認定を受けて公正競争規約を定めています。
　公正競争規約により、衛生検査所が医療機関等に対し衛生検査の取引を不当に誘引する手段として
景品類を提供することは、厳しく禁止されています。

公正競争規約に関する
お問い合わせは

衛生検査所業公正取引協議会
〒112－0004 東京都文京区後楽2－3－28 K.I.S 飯田橋2階
TEL／FAX：０３－５８０５－０２５０
URL：http://www.kensa-koutorikyo.org/index.html

オンラインシステム関連も制限の対象です
「オンライン検査サービスに伴う景品類に関する運用基準」では、検査会社が医療機関等
に対し、電子媒体機器等の物品、プログラムソフト、システム構築等の便益・労務を無償
提供することは「衛生検査の利用を誘引する手段」に該当するとして制限しています。

医療機関の皆様へ

提供できないシステム関連の例
■コンピューター ■ラベルプリンター
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衛生検査所業における衛生検査所業における
公正競争規約に御理解を公正競争規約に御理解を!!



オンライン検査サービスに伴う景品類に関する運用基準
令和４年３月28日　公正取引委員会・消費者庁長官届出

　衛生検査所業における景品類の提供の制限に関する公正競争規約（以下「規約」という。） 
施行規則第５条第１項の規定に基づき、規約第３条第２項に規定する「衛生検査の利用を誘引 
する手段」に関して、オンライン検査サービスを利用した衛生検査の取引において提供する 
景品類について、次のとおり運用基準を定める。

第１　定義
  　「オンライン検査サービス」とは、衛生検査事業者と医療機関等とが、インターネット 

やネットワークにより双方の電子計算機を接続することで、電子データにより検体の検査 
依頼、検査結果の報告を送信又は取得することをいう。

第２　「衛生検査の利用を誘引する手段」に関する考え方
  　衛生検査事業者が、オンライン検査サービスを利用した衛生検査の取引において、医療 

機関等に対し、以下のような無償提供を行うことは「衛生検査の利用を誘引する手段」に 
該当する。

　１　電子計算機等の物品、消耗品及びプログラムソフトを無償で提供すること。
　２ 　プログラムソフトのインストール、医療機関のシステム仕様に合わせた検査項目コードの 

変換作業、保守及びプログラム改修のためのメンテナンス等、便益、労務を無償で提供する
こと。

附　則　この運用基準は、令和４年６月１日から実施する。

Q１ 取引に際し、コンピューターとプリンターを無償で提供してほしい。

A コンピューターやプリンターなどの機器類は、公正競争規約において、景品類の中の「物品」 
に該当し、無償での提供は制限されます。

Q２ 医療機関のシステムとの連携用にインフラの構築をお願いしたい。

A 医療機関で用いるインフラとなりますので、ランニングコストも含め無償でのプログラム
の構築やシステム連携は制限されます。

Q３ 電子カルテに検査結果の取り込みを出来るようにしたい。

A
電子カルテ上で、検査結果を閲覧できるようにすることは制限されるものではありませんが、 
電子カルテに検査結果を取り込むための、プログラム構築・システム連携、システム連携に 
必要な機器類、インフラ等を無償で提供することは制限されます。

オンラインシステムに関するＱ&Ａ


